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事業の全体像（フロー図、写真などを用いて事業の様子を視覚的に説明）

事業周知方法
・内容

「厚木市教育委員会だより（エデュ・ナビ）」等で学校教育におけるＩＣＴを生かした学力アップへの
取組等を周知　※「小・中学校ＩＣＴ化推進事業費」のみの周知は現状では行っていません。

事業の効果

・デジタル教材の利点を活用し、視覚的に分かりやすい指導を行うことができるため、児童の学習意欲や
　理解度を高めることができます。
・学習支援システムは、授業だけでなく自宅での学習に活用できるため、児童・生徒が主体的に学ぶ
　ことができるほか、自宅での学習の進捗状況を教員が確認し、授業の進め方に反映できます。

対象 市立小・中学校児童・生徒、教職員

事業詳細
（実施内容・
実施手法等）

デジタル教材及び学習支援システムを導入し、小・中学校の学習や校務を支援するものです。

１　デジタル教材【対象：小学校】
　　国語及び算数の２科目に、教科書のデジタル教材の導入。教員はデジタル教材を大型映像装置等
　で表示させて学習指導を実施
　 ［デジタル教材の機能］
　　・教材内容のカラー画面表示、映像やシミュレーションの表示、教材への書き込みや図形等の
　　　拡大表示、教材の読み上げ
　　　※国語は全学年、算数は３～６学年を対象に導入しています。

２　学習支援システム【対象：小・中学校】
　・習熟度に応じた単元学習ドリル・テストや解説教材、成績管理機能等を備えたＷＥＢ型学習支援
　　システムの導入
　・児童・生徒は校内だけでなく、自宅でもドリルで学習が可能
　・緊急連絡メール機能を活用した保護者への連絡メール配信

　児童・生徒の学習意欲の向上や学力の育成を図るため、情報化の進展による社会環境の変化を踏まえ、Ｉ
ＣＴ（情報通信技術）を活用した学習環境を整備するものです。

目的

１ デジタル教材

・指示したページや図を児童が間違えることなく見ているか分か

りにくい。

・図形などの板書に時間がかかる。

・漢字の筆順指導など、板書の説明だけでは理解が難しい。

・教師が朗読をしながら、児童を観察することが難しい。

・児童全員が一斉に大型映像装置等に表示されたページや図

を見ることができるため、分かりやすい授業が展開できる。

・板書等が減り、必要な図などが簡単に表示できる。また、書き

込みなども容易なため、これまで以上に授業の流れがスムーズ

になり、説明等に時間を充てることができる。

・漢字の筆順をアニメーション機能を用いて丁寧に説明できる。

・朗読機能を活用することで、教員は児童の観察に注力できる。

２ 学習支援システム

【教職員の活用例（アンケートから抜粋）】

・算数のグラフの表示・国語の範読

・作図の仕方を動画で表示

授業実施
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導入前の課題

導入の効果

①授業内容の理解度を高めるチェック機能として活用

②児童・生徒の理解度に合わせた学習教材として活用

※網掛けは学習支援

システム利用場面

【教職員の活用例

（アンケートから抜粋）】

・試験前の復習ドリルとして

活用

・ローマ字や計算の定着な

どの補習として活用

【教職員の活用例

（アンケートから抜粋）】

・コロナウィルスによる休校

中の自宅学習に活用

・休校中に課題やメッセージ

を送るために活用
令和２年度に児童・生徒に１人１台ＧＩＧＡ端末の

配置や学校における高速ネットワーク環境を整備。

ＩＣＴを活用した児童・生徒の学習意欲、学力の向上

ＧＩＧＡ端末
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事　業　の　コ　ス　ト

コ
ス
ト

単位 令和元年度（決算） 令和2年度（決算見込み） 令和3年度（予算）

事業費

千円

単　位 平成30年度 令和元年度

実績 - 4,500 3,848

18,849 19,044 9,075
人件費 1,731 1,731

成
果
指
標

指標名 学習支援システムの利用回数 成果指標の推移グラフ

指標の
説明

校内学習における学習支援システムの１か月当たり
の平均利用回数

令和2年度 令和3年度

目標
回

設定無し 4,500 4,600

達成率 - 100.0% 83.7%

4,725

経費総額 20,580 20,775

人件費内訳

@ 8,987 人 ＝ 0行政職２ @ 8,984

@ 8,481 0.20 人 ＝ 1,696行政職１ @ 8,654 0.20

消防職 @ 8,640

指標備考
令和２年度は新型コロナウィルス感染症の影響に
より、休校期間等があったため、校内学習におけ
る利用件数は減少。

人 ＝ 0

人 ＝ 0消防職 @ 8,805 人 ＝ 0

令和元年度人件費内訳（単位：千円）

人 ＝ 1,731

行政職２

令和２年度人件費内訳（単位：千円）

行政職１

その他 人 ＝ 0 その他

＝ 0

臨時職員 @ 1,110 人 ＝ 0 臨時職員 @ 1,164

＝ 0 再任用 @ 3,688 人再任用 @ 3,524 人

人 ＝ 0

人 ＝ 0

国県支出金 市債 その他

R03（予算） 9,075 9,075

事業費及び
財源内訳
（千円） R02（決算見込み） 19,044 19,044

R01（決算） 18,849 18,849
年　度 総　額 一般財源

　令和３年度から、ＧＩＧＡスクール構想の推進のため、１人１台のＧＩＧＡ端末を学習活動で効果的に利
活用できるよう、令和２年度まで本事業で実施していたＩＣＴ支援員の派遣委託等の内容を整理し、新たに
「ＧＩＧＡステップアップ支援員」とし、取組内容を見直しました。

関連事業 教育研究所運営事業費（ＧＩＧＡステップアップ支援員派遣等）

事業費内訳

１　指導者用デジタル教材利用料
  (1) 国語　3,775,200円(@24,000円*6学年*23校*1.10+設定費@120,000円*1.10)
  (2) 算数　1,497,760円(@14,800*4学年*23校*1.10)
２　学習支援システム利用料
    3,801,600円（@96,000円*36校*1.10）
※令和３年度予算が減額となっているのは、令和２年度まで本事業で実施していた「ＩＣＴ支援員派遣
　委託」を見直し、別事業（教育研究所運営事業費）に予算を移管したためです。

  ①市民要望
  ②社会的要請

  ③課題

①「令和２年度市民満足度調査」では、回答者の77.4％が『学校教育の充実』を重要視していると回答して
います。また、「令和元年度情報化に関する市民アンケート」ではＩＣＴの利活用が進むことを期待する分
野で『学校教育関連』と回答した割合は23.1％となっており、同アンケートには「学校施設への情報機器の
整備が実現すると、より効果的な学習ができるのではないか」などの意見が寄せられています。
②国の「第３期教育振興基本計画」では『情報活用能力の育成、デジタル教科書の開発・活用の推進を含む
ＩＣＴを活用した効果的な授業の実現』が位置付けられており、ＩＣＴを活用した効果的な学習環境の整備
が求められています。
③ＧＩＧＡスクール構想の実現に向け、学校における情報端末やネットワーク環境の整備は大きく進展して
います。今後は、整備されたＩＣＴ環境におけるデジタル教材や学習支援ステムを活用した効果的な学習を
推進するため、教材の新たな活用方法の研究や教員の指導支援等を行う必要があります。

上記課題等への
対応や見直しの

方向性

　教育委員会の関係各課で構成する連絡会を毎月開催し、学校教育におけるＩＣＴの利活用の推進について
検討していきます。
　また、教員で構成する調査研究部会において、授業におけるＩＣＴの活用についての研究を進めていきま
す。
　なお、他事業となりますが、ＧＩＧＡスクール構想の推進を図るため、市立小・中学校に推進モデル校を
設置し「ＧＩＧＡステップアップ支援員」を派遣し、ＩＣＴを活用した授業づくりに必要な支援やアドバイ
スなどを行う取組を令和３年度から実施しています。

直近３か年以内
の事業見直しの
有無とその内容

見直しの有無 有

4500 4600 4725 4500 
3848 

0

1000

2000

3000

4000

5000

R1 R2 R3

回数

１か月あたりの平均利用回数

目標 実績



「小・中学校ＩＣＴ化推進事業費」補足資料 

 
１ 用語解説 
(1)【厚木市教育委員会だより（エデュ・ナビ）】 

教育委員会が取り組む、学校教育や社会教育の施策などをより具体的に市民

の皆様に周知することを目的に年３回発行。広報あつぎと併せて配布するとと

もに、市内公共施設などに配架。 
 
(2)【ＧＩＧＡスクール構想】 

１人１台端末と高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備し、個別最適

化された学びを全国の学校現場で持続的に実現させるとともに、災害や感染症

の発生による学校の臨時休業などの緊急時においても、ＩＣＴの活用により全

ての子どもたちの学びを保障できる環境を実現することを目的とした文部科

学省の構想。 
 

(3)【ＧＩＧＡ端末】 
ＧＩＧＡスクール構想実現のため、令和２年度に児童・生徒に１人１台配置

された学習端末。厚木市はタブレットとしても使用できるノートパソコンで、

Google 社が開発しているオペレーションシステム「Google Chrome OS」を搭

載した「Google Chromebook」（グーグル クロームブック）を導入。 
 


